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アメリカとの原子力協定をめぐる政局流動化

つじ た ゆう こ みなと かず き

辻 田 祐 子・湊 一 樹

概 況

インド国民会議派（会議派）を中心とする与党統一進歩連合（UPA）は，下院議会

で過半数に満たないために左翼政党の閣外協力を必要とする。２００４年の UPA政

権発足以来，両者は経済改革の進め方等で対立しつつも最大野党インド人民党

（BJP）を押さえ込むためにさまざまな妥協をしてきた。しかし，アメリカとの原

子力協定締結をめぐって両者の亀裂は決定的となり，左翼政党は７月に UPAへ

の閣外協力を解消した。マンモハン・シン政権は内閣信任決議を僅差の可決で乗

り切り，原子力協定の発効手続きを行った。

２００９年前半に予定されている総選挙の行方を占ううえで重要な州議会選挙が行

われ，野党国民民主連合（NDA）の中心政党 BJPはカルナータカ州で単独政権を

樹立した。１１月から１２月の北部４州議会選挙での会議派と BJPの直接対決では，

両者とも２州で単独政権を樹立し，総選挙に向けほぼ互角の戦いを展開している。

経済に関しては，年度前半に急速に進行した物価上昇と年度後半に深刻化した

国際的な金融危機とそれに伴う景気減速の影響で，２００８／０９年度の実質 GDP成

長率は前年度の９．０％を下回る７％前後にとどまる見通しである。政策当局は信

用収縮の緩和と景気悪化への対応を政策課題の中心に据え，９月以降，金融市場

における流動性の確保と総合的な経済対策を積極的に進めている。また，８月に

１２．９％という記録的な水準に達したインフレ率はその後急速に低下している。

対外関係では，１０月にアメリカとの原子力協定が発効し，フランス，ロシアと

も同様の協定を締結した。パキスタンの新政権とは関係改善に向けた「複合的対

話」の第５ラウンドに向けた準備が進められたが，１１月末のムンバイでのテロ事

件を契機に両国関係は急速に冷却化し，対話再開の目処は立っていない。

２００８年のインド

４５８



国 内 政 治

原子力協定をめぐる与党と左翼政党の対立──左翼政党の閣外協力解消

２００６年のブッシュ大統領訪印時に合意したアメリカとの原子力協定の締結手続

きを進めたい与党 UPAは，野党のみならず閣外から与党を支える左翼政党の反

対に直面した。２００８年３月に政府と国際原子力機関（IAEA）との間で協定草案の

原則合意に達したとの報道が流れると，左翼政党は協議の開催を UPAに要求し

た。

３回の交渉が行われたが，３月以降，原子力協定の締結を協議開始の前提とす

る UPAと協定に強硬に反対する左翼政党の溝は埋まらなかった。３月末から４

月にかけて左翼政党のうち，インド共産党（CPI）とインド共産党（マルクス主義

派）（CPI–M）は相次いで党大会を開催し，閣外協力の解消をちらつかせながら，

原子力協定締結の手続きを進めないよう UPAに釘を刺した。一方，ソニア・ガ

ンディー会議派総裁は６月後半から UPA参加政党や協力政党と会談し，解散総

選挙への感触を探り始めた。その過程で，ウッタル・プラデーシュ（UP）州を基

盤とする大衆社会党（BSP）が UPAへの支持を撤回した。会議派は UP州で BSP

と対立関係にある社会主義党（SP）に接近し，UPAへの支持を取りつけるという

行動に出た。SPの取り込みに成功した会議派は，左翼政党の協力なしでも内閣

信任決議を可決できるという票読みがあったとみられる。７月７日，マンモハン・

シン首相はブッシュ大統領との会談が予定される洞爺湖サミットに向かう機中で

「今すぐにでも協定の締結に向かう」と発言したことから，左翼政党はこれ以上

の交渉の意味はないと判断し，９日に閣外協力の解消を大統領に申し出た。

与党 UPAは，発足当初から左翼政党の閣外協力なしに下院議会の過半数議席

を維持できなかった。そのため UPAの中心政党会議派には，左翼の意向に配慮

するあまり，公企業の株式売却，外資規制の緩和などで思い切った経済改革を進

めることができないという不満が募っていた。一方，左翼政党がアメリカとの原

子力協定締結に反対したのは，外交政策の根幹に関わるという表向きの理由だけ

ではない。２００７年１１月には UPAと左翼政党は，IAEAとの保障措置（核査察）協

定の草案を審議することに合意していた。しかし，草案の内容を外交上の儀礼と

して公開せず，協議さえも行わなかった UPAへの強い不信感が左翼政党の間で

増大したと指摘される。さらに，ムカルジー外相は「下院での内閣信任案可決後
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に IAEA理事会に協定草案を提出する」と発言したにもかかわらず，左翼政党が

閣外協力の解消を大統領に申し出た７月９日に IAEAに協定草案を持ち込んだこと

が明らかになり，左翼政党は「国民に対する驚くべき裏切り」と怒りを露にした。

内閣信任案の可決

パティル大統領は，洞爺湖サミットから帰国したシン首相に内閣信任投票を実

施するよう求めた。７月２１日，２２日に特別国会が召集され，内閣信任決議案は賛

成２７５票，反対２５６票（棄権１０票）の僅差で可決された。この後，政府はアメリカと

の原子力協定発効に向けた手続きを迅速に進めた。内閣信任案が可決されたのは，

与野党のかけた厳しい党議拘束にもかからわず野党からより多くの造反議員が出

たからである。２月に下院・州議会の選挙区の変更が決定し，次期総選挙では党

から公認を得られない可能性のある現職議員がいた。BJPをはじめとする NDA

参加政党から２１人，会議派が UPAへの支持を取りつけた SPからも６人，その

他 UPAから１人の造反・棄権議員が出た。野党議員の寝返りには，与党による

激しい買収工作があったと指摘される。各党とも造反議員に対し除名などの厳し

い処分を下した。チャタルジー下院議長も，CPI–Mから議長職を辞任して内閣

信任投票に加わるよう指示を受けたが，これを拒否したため除名処分を受けた。

相次ぐテロ──与党の治安対策に批判を強める野党

NDA政権時代のテロ活動防止法（POTA）をムスリム等への偏見的な適用や政

治的な乱用などを理由に廃止した UPA政権は，各地で頻発するテロへの対応に

追われた。５月にラージャスターン州ジャイプル，７月にカルナータカ州ベンガ

ルール，グジャラート州アーメダバードの大都市で連続爆発が発生した。グジャ

ラート州スーラトでも数カ所で爆弾が発見される騒ぎが起きている。これらの

BJP単独政権州では，州独自のテロ対策法を認めない中央政府への強い不満が表

明された。さらに９月に入って首都デリー，１０月にはアッサム州でも連続爆発が

起きた。一連のテロにはイスラーム教関連団体，とりわけ国内の高等教育を受け

たイスラーム教徒の関与が浮上し，越境テロから国内テロへの変化が指摘された。

与党会議派は有効なテロ対策を打ち出せず，野党 BJPが批判攻勢を強めるなか，

大規模な同時テロ事件が１１月にムンバイで起きた。

１１月２６日の夜，アラビア海からムンバイに上陸した武装グループが鉄道駅，ユダ

ヤ教施設，高級ホテルなど少なくとも１１カ所で無差別銃撃を行い，２つの高級ホテ

アメリカとの原子力協定をめぐる政局流動化

４６０



ルに人質を取り立てこもった。政府は警察，軍，特殊部隊を動員したが，２９日朝に犯

人グループを制圧するまでに，少なくとも死者１８３人，負傷者４７７人を出す惨事とな

った。今回のテロは，英米人を標的にしたとみられる点でも，インドでは過去に

例がない。外国人の出入りの多いカフェや高級ホテルが襲撃され，日本人１人を含

む外国人２２人が犠牲となった。事件発生の翌日，首相は国民向けテレビ演説でテ

ロと断固戦う姿勢を示し，テロ対策法案の早期見直しを発表した。３０日にパティ

ル内相，１２月４日にマハーラーシュトラ州デーシュムク首相（会議派）の引責辞任を

受け，内相の後任にはチダンバラム財務相が据えられた。BJPは，相次ぐテロを防

止できなかった内相の辞任は遅すぎ，治安対策も不十分であると批判した。

１２月の冬期国会では，連邦レベルでのテロ活動捜査機関の設置を定めた国家捜

査局法と，テロ容疑者を１８０日まで拘束できる非合法活動（防止）法が上下両院議

会を通過した。BJPは，さらに厳しいテロ法案の導入を求めた。また，アントレ

ー少数派問題相（元マハーラーシュトラ州首相）がムンバイ・テロ事件での治安当

局責任者の死亡をめぐり，ムスリム以外の団体の関与を示唆する発言をしたこと

から，BJPによる大臣解任要求が激化し，国会審議は混乱に陥った。

ヒンドゥー・ナショナリストによるキリスト教徒への暴力も与党を悩ませた問

題である。８月，オリッサ州カンダマール県でヒンドゥー・ナショナリストの民

族奉仕団（RSS）の関連文化団体である世界ヒンドゥー協会（VHP）指導者が殺害さ

れた。被害者は，キリスト教徒のヒンドゥー教への改宗活動を行っていたため，

キリスト教徒に対する暴力，殺害，住宅や教会の焼き討ちなどの報復行為が続き，
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約２万３０００人が難民キャンプでの生活を余儀なくされた。５月の選挙で BJP単

独政権が誕生したカルナータカ州でも，キリスト教への強制改宗を理由にヒンド

ゥー・ナショナリスト団体による教会への攻撃が激化している。中央政府は両州

に対して対策を講じなければ大統領統治を敷くと警告したが，与党内でも大統領

統治とキリスト教徒への暴力に関わるヒンドゥー教団体への活動禁止処分にコン

センサスを形成できず，警察予備隊を派遣するにとどまった。

会議派の治安対策には，UPA参加政党からも不満が表明された。２月と１０月

にマハーラーシュトラ新建設軍団党（MNS）による UP州やビハール州など北部

出身者に対する排斥暴動がムンバイなどのマハーラーシュトラ州都市部で発生し

た。いずれの暴動も党総裁のラージ・タークレーの逮捕（その後保釈）で沈静化し

たが，ビハール州を基盤とする民族ジャナター・ダル党（RJD）や UP州を基盤と

する SPは連邦政府のみならず州政府与党でもある会議派を批判した。

与野党の経済運営をめぐる対立

２月に発表された２００８／０９年度予算は，総選挙を前にしてとりわけ貧困層を強

く意識したものであった。なかでも最大の目玉は小規模農民を対象とした債務超

過取消措置で，会議派は感謝集会と銘打って首都デリーに周辺州の農民を集めて

政策をアピールした。一方，BJPは債務相殺の対象が制度金融に限定されている

ことから宣伝ほどの効果はないと主張し，また財政責任管理法で財政赤字削減が

義務づけられる下での６０００億ルピ
ー もの支出財源を明かすよう強く求めた。

総選挙を２００９年に控える政府与党にとって経済運営の舵取りはきわめて重要で

あった。政府は２００８／０９年度前半には物価抑制，後半には景気刺激を中心に取り組

んだ（経済の項参照）。６月には食糧と原油価格の高騰からインフレ率が２桁に達

し，BJPと左翼政党は物価を抑制できない与党の経済運営を厳しく批判した。

１２月の冬期国会では，左翼政党の反対により実現できなかった経済改革を一気

に進めようと，与党は保険分野への外資規制を２６％から４９％まで引き上げる法案

と保険公企業の改革に関する法案を提出した。これに対して左翼政党が強い異議

を唱え，BJPも同法案に野党時代の会議派が反対してきた事実に対する説明を求

めたため，法案は可決されなかった。

州議会選挙

２００８年には１０州・連邦直轄地で州議会選挙が実施された（表１）。大統領統治下
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にあったナガランド州，カルナータカ州，ジャンムー・カシミール（J&K）州を除

き，いずれも５年間の任期満了に伴う選挙であった。２００９年に予定される総選挙

の前哨戦として最も注目を集めたのは，５月のカルナータカ州選挙と，会議派と

BJPが直接対決をする１１月から１２月にかけての北部４州の選挙であった。カルナ

ータカ州では BJPが単独過半数を獲得して南部で初めて州政権を樹立し，総選

挙に向けての足固めを行った。また，北部４州での直接対決では，会議派はデリ

ー首都圏とラージャスターン州，BJPはマディヤ・プラデーシュ州とチャッティ

ースガル州で勝利し，両者引分けであった。近年，州議会選挙で振るわなかった

会議派は，相次ぐテロ事件や物価上昇にもかかわらずラージャスターン州で BJP

から政権を奪い返したことから，総選挙への一定の手応えを感じたとみられる。

また，UP州で政権を握る大衆社会党（BSP）は北部各州で数議席を獲得し，得票

率でも前回選挙を上回るなど着実に支持基盤を広げている。

２月に実施されたトリプラ州選挙では，左翼政党３党からなる左翼戦線が会議

派と地域政党の連合を破って過半数を獲得し，４期目の政権を獲得した。M・サ

ルカール首相（CPIĭM）が再任された。

３月のメガラヤ州選挙では，いずれの政党も過半数に達しなかったが，州知事

は最大議席（２５議席）を獲得した会議派に組閣を要請し，１０日以内に議会の過半数

を獲得していることを証明するよう指示した。一方，第２党（１４議席）となった民

族主義会議派（NCP）は地方政党や BJPとメガラヤ進歩連合（MPA）を結成し，州

議会の過半数を超える３１議席を獲得したとして，知事の決定を不服とする申立を

最高裁に行った。この訴えは退けられたが，会議派が過半数に達していないのは

明白であり，ラパン首相は信任投票当日に辞任し，MPAによる政権が誕生した。

州首相には統一民主党（UDP）の D・ロイが就任し，５年間の任期の折返し地点

で NCPのサングマ元州首相が就任する予定になっている。

ナガランド州では，与党の中心政党ナガランド人民戦線（NPF）の内部対立によ

る政局流動化で１月に大統領統治が敷かれた。３月の選挙では，NPFを含むナ

ガランド民主連合（DAN）と中央与党である会議派の間で大統領統治の是非が争

点となった。結果は DANが過半数を獲得し，リオ州首相（NPF）が再任された。

１１月のミゾラム州選挙では，会議派が単独過半数を獲得し，２期１０年にわたっ

て政権の座にあったミゾ民族戦線（MNF）から政権を奪った。州首相には，タン

ハーワラーが就任した。

カルナータカ州では２００４年の州議会選挙以降，州政権は議会単独過半数政党が
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２～３月 政 党 議席 得票率
（％）

トリプラ州
議席数：６０
投票率（％）：９２．５

左翼戦線
インド共産党マルクス主義派
インド共産党
革命社会党

会議派

４６
１
２
１０

４８．０
１．５
１．７
３６．４

メガラヤ州
議席数：５９
投票率（％）：８９．５

メガラヤ進歩連合
民族主義会議派
統一民主党
BJP
会議派

１４
１１
１
２５

２０．４
１．９
２．７
３２．９

ナガランド州
議席数：６０
投票率（％）：８７．２

ナガランド民主連合
ナガランド人民戦線
BJP
民族主義会議派

会議派

２６
２
２
２３

３３．６
５．４
４．０
３６．３

５ 月 政 党 議席 得票率
（％）

カルナータカ州
議席数：２２４
投票率（％）：６５．１

BJP
会議派
ジャナター・ダル（世俗主義）

１１０
８０
２８

３３．９
３４．６
１９．１

１１～１２月 政 党 議席 前回議席
ミゾラム州
議席数：４０
投票率（％）：８２．２

会議派
ミゾ民族戦線

３２
３

１２
２１

１１～１２月 政 党 議席 得票率
（％）

チャッティースガル州
議席数：９０
投票率（％）：７０．６

BJP
会議派
民族主義会議派
大衆社会党

５０
３８
０
２

４０．３

３９．１

６．１
デリー首都圏
議席数：７０
投票率（％）：５７．７

会議派
BJP
大衆社会党

４２
２３
２

４０．３
３６．３
１４．０

マディヤ・プラデーシュ州
議席数：２３０
投票率（％）：６９．８

BJP
会議派
大衆社会党

１４３
７１
７

３７．６
３２．４
９．０

ラージャスターン州
議席数：２００
投票率（％）：６６．４

会議派
BJP
大衆社会党

９６
７８
６

３６．８
３４．３
７．６

ジャンムー・カシミール州
議席数：８７
投票率（％）：６１．２

ジャンムー・カシミール・ナショナル・コンフェレンス
会議派
人民民主党
BJP

２８
１６
２１
１１

２３．３
１７．４
１５．５
１２．６

表１ 州議会選挙の結果

（出所） Election Commission of India Website（http : //www.eci.gov.in/StatisticalReports）,
Economic and Political Weekly , vol.44, no.6（2009）等から作成。
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ないことから会議派，BJP，ジャナター・ダル（世俗主義，JD–S）の主要３党によ

る組み合わせを変えた連立政権の樹立と崩壊をくり返し，２００７年１１月以降は大統

領統治下にあった。主要３政党は，２００８年５月の州議会選挙に単独で臨んだ。そ

の結果，BJPが２２４議席中１１０議席を獲得し，無所属議員らの支持を取りつけて過

半数を固めた。会議派は前回選挙から１５議席増の８０議席となったが，JD–Sは３０

議席の大幅減となる２８議席にとどまった。州首相には，２００７年１１月に閣僚ポスト

をめぐる対立からわずか１週間で政権崩壊に追い込まれた BJP・JD–S連立政権

時代の首相，イェデュラッパが就任した。

チャッティースガル州で会議派は NCPとの選挙協力を行い，州政権の座にあ

る BJPと対決した。１１月に２日間にわたって行われた選挙では，BJPが部族地

域や左翼過激派ナクサライト活動地域での議席を伸ばして単独で過半数を獲得し，

２期目の BJP政権が誕生した。州首相にはラマン・シンが再任された。

マディヤ・プラデーシュ州では，水，電気，道路などの開発問題を選挙の争点

として掲げた BJPが単独過半数を獲得し，シヴラージ・チャウハン州首相の再

任となった。前回の選挙で州首相に就任したウマー・バーラティー元 BJP幹事

長は，BJP離党後にインド人民の力党を旗揚げし，初めての選挙に臨んだが落選

し，党全体でもわずか５議席しか獲得できなかった。

デリー首都圏では２期１０年にわたり政権を担ってきた会議派に，BJPが挑む形

で選挙が行われた。会議派が過半数を獲得して，３期目のシーラ・ディクシト政

権が発足した。２０１０年に予定される英連邦競技大会開催都市として急ピッチで進

むインフラ開発ヘの実績が評価されたとみられる。

ラージャスターン州では BJPが敗北した。２００４年の選挙で政権の座を奪った

際，BJPはグッジャル・カーストを指定部族リストに入れる公約をしていた。し

かし，これが実行されないため，２００７年６月ごろから州内外で同カーストによる

暴動が散発した。２００８年６月，州政府と同カースト代表団は話し合いを持ち，特

別な後進諸階級枠としてグッジャルを含む４つのカーストに公職の５％を与える

ことで合意した。カースト問題にけりをつけた BJPは，開発，テロ対策を中心

に据えた選挙キャンペーンを行ったが，２００議席中７８議席しか獲得できず，会議

派の９６議席に及ばなかった。会議派は，無所属議員らの支持を得て過半数議席を

確保し，州首相には５年ぶりにアショーク・ゲへロートが返り咲いた。

J&K州では，５月の州議会によるヒンドゥー教聖地（アマルナート）を聖地管理

委員会に売却するとの決定が政局の流動化につながった。議会の決定を不服とす
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るムスリム多数派地域で暴動，ストが発生し，６月末には会議派と人民民主党

（PDP）の連立政権から PDPが州議会の決定を不満として離脱した。７月に州議会

が売却を撤回すると，今度はヒンドゥー教徒多数派地域で世界ヒンドゥー協会

（VHP）や BJP主導の抗議デモ，ストが発生した。中央政府は警察予備軍を派遣し

事態の収拾を図るが，グーラム・ナビ・アーザード州首相（会議派）は州議会に内閣

信任案を否決され，辞任に追い込まれた。７月１０日には大統領統治が敷かれた。

１１月から１２月にかけて７日間にわたり州議会選挙が実施された。カシミールの

分離を求める全政党自由会議（APHC）は前回の州議会選挙同様に投票ボイコット

を呼びかけた。しかし，分離独立を要求する武装グループによる選挙妨害が減っ

たため，前回選挙を大きく上回る６１％の投票率を記録した。結果はジャンムー・

カシミール・ナショナル・コンフェレンス（JKNC）が最大議席となる２８議席を獲

得し，前回選挙から３議席減となった１６議席の会議派との連立政権を樹立した。

州首相には JKNCのオマル・アブドゥッラーが就任した。JKNCは連邦レベルで

も UPAとの協力関係に合意したため，J&K州で JKNCと競合関係にある PDP

は UPAから離脱した。

２００９年総選挙に向けた与野党の動き

会議派は，２００７年にソニア・ガンディー会議派総裁の長男ラーフル・ガンディ

ーを党全国委員会幹事と運営委員会メンバーに据えており，ネルー・ガンディー

家の知名度を活かした選挙戦を行うとみられる。３月にラーフルはオリッサ州，

カルナータカ州で総選挙に向けた遊説を開始した。会議派は４月の内閣改造で閣

外大臣に若手を登用し，党地方組織の立て直しにも若手幹部を派遣するなど，総

選挙に向けて若返りを図っている。党内の一部からはラーフルを首相候補として

選挙戦を戦うべきとの声が出ており，それを支持すると表明した UPA参加政党

もある。２００９年１月，会議派は UPAでなく単独で選挙に臨み，各州での地方政

党との選挙協力を最低限に止めることを発表した。３月に発表されたマニフェス

トでは，マンモハン・シン首相が首相候補に挙げられている。

政権奪回を狙う BJPは，２００８年１月の全国委員会でラージナート・シン党総

裁，アドヴァーニ首相候補の布陣で NDAとして総選挙を戦うことを正式に決定

した。２月にアドヴァーニ首相候補は早々に全国遊説を開始し（その後，治安上

の理由等で中止），３月には自叙伝を出版して自らの豊富な政治経験を宣伝した。

総選挙の体制を会議派より早く発表した BJPもヒンドゥー色をどの程度前面
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に出して選挙戦を戦うのかは不透明である。５月のカルナータカ州議会選挙勝利

後に開催された全国執行委員会では，シン総裁が統一民法と，J&K州の特別な

地位を規定した憲法３７０条の廃止を掲げることを示唆する一方で，アドヴァーニ

首相候補はイデオロギーを共有しない政党を引き込むことで NDAを拡大し，ヒ

ンドゥー教徒以外の票も獲得していくと発言している。

左翼政党のうち CPI–Mは，反会議派，反 BJPの「統一国民進歩連合」（UNPA）

の政党と選挙協力の話し合いを進めている。１１月から１２月の北部州議会選挙で

支持層の拡大傾向を示した BSPは，単独で総選挙に臨むと報じられている。

（辻田）

経 済

陰りをみせ始める高成長

２００８／０９年度（２００８年４月～２００９年３月）のインドの実質 GDP成長率は，中央

統計局（CSO）の予測によると，７．１％となることが見込まれている。９％を超え

る高い成長率を維持してきた過去３年間と比較すると，インド経済は若干の減速

傾向にあると考えられる。生産部門別にみると，農林水産業，鉱工業，サービス

業のすべての部門で，成長率が前年度を下回ると予想されている。とくに，製造

業と建設業が例年に比べて大きく低迷したことから，鉱工業部門の成長率の落込

みが深刻である（表２）。

鉱工業生産指数の変化率の推移を産業別・使途別にまとめたものが表３である。

２００８／０９年度の鉱工業生産指数（２００８年４～１１月）の伸び率は，８％以上の成長率

を持続してきた過去４年間の実績とは対照的に，前年度同期比で３．９％にとどま

っている。とくに，２００８年１０月の同指数の伸び率は，前年度同月比でマイナス０．４％

と１９９３年４月以来のマイナス成長となった。また，産業別にみると，すべての項

目で今年度の成長率は前年度を下回っている。鉱工業部門の約８割を占める製造

業では，１７業種のうち７業種でマイナス成長を記録し，１３業種で成長率が減速し

ている。そのため，製造業全体の成長率は，前年度の９．０％から４．０％へと低下し

ている。さらに，使途別にみても，消費財以外の項目では生産指数の成長率の落

ち込みが著しく，すべての項目において最近５年間で最も低い伸び率を示している。
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激しく変動するインフレ率

卸売物価指数（WPI）にもとづく週次インフレ率（前年同期比）は，２００７年９月か

ら１２月にかけて年率３～４％という比較的低い水準で安定的に推移していた

が，２００８年１月に入ると徐々に上昇を始め，６月７日には１０％の大台を突破した。

それ以降もインフレ率は着実に上昇を続け，８月２日には１２．９％という記録的な

高水準にまで達した。しかし，原油価格の急落や国際的な金融危機の表面化など

によって，その後は一転して下落傾向が続いている（図１）。２００９年２月２１日時点

でのインフレ率は３．０％となっている（表４）。

ウェイト ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９
（暫定値）

全体 １００．０ ８．４ ８．２ １１．６ ８．５ ３．９

産業別内訳
鉱業
製造業
電力

１０．５
７９．４
１０．２

４．４
９．２
５．２

１．０
９．１
５．２

５．４
１２．５
７．２

５．１
９．０
６．４

３．４
４．０
２．９

使途別内訳
基礎財
資本財
中間財
消費財

３５．６
９．３
２６．５
２８．７

５．５
１３．９
６．１
１１．７

６．７
１５．８
２．５
１２．０

１０．３
１８．２
１２．０
１０．１

７．０
１８．０
９．０
６．１

３．５
７．５
０．１
６．０

（注）２００８／０９年度の値は，２００８年４～１１月の前年同期比の暫定値である。
（出所） RBI Bulletin，各号にもとづき作成。

２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８
（速報値）

２００８／０９
（予測値）

GDP成長率 ７．５ ９．５ ９．７ ９．０ ７．１

農林水産業 ０．０ ５．８ ４．０ ４．９ ２．６

鉱工業
鉱業
製造業
電気・ガス・水道
建設業

１０．３
８．２
８．７
７．９
１６．１

１０．１
４．９
９．１
５．１
１６．２

１１．０
８．８
１１．８
５．３
１１．８

８．１
３．３
８．２
５．３
１０．１

４．８
４．７
４．１
４．３
６．５

サービス業
商業・ホテル・運輸・通信
金融・保険・不動産など
公共・社会・個人サービス

９．１
１０．７
８．７
６．８

１０．３
１１．５
１１．４
７．１

１１．２
１２．８
１３．８
５．７

１０．９
１２．４
１１．７
６．８

９．６
１０．３
８．６
９．３

（注）１９９９／２０００年度を基準年とする要素価格をもとに表示している。
（出所） 中央統計局（CSO）プレスノート（２００９年１月３０日付，同２月９日付）にもとづき作成。

表２ 実質GDP成長率の推移 （％）

表３ 鉱工業生産指数の変化率の推移 （％）
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WPIを「一次産品」，「燃料・電力」，「製造品」の３つの主要な構成項目別に

みると，２００８年１月から８月にかけてすべての項目で急激な価格上昇が進行して

いたことがわかる（図２）。とくに，６月４日にガソリン，ディーゼル燃料，LPG

の小売価格（連邦政府による管理価格）が大幅に引き上げられたことによる影響で，

燃料・電力の価格上昇率は１６～１８％というきわめて高い水準で推移していた。

その一方で，２００８年９月から１２月にかけてのインフレ率の急落は，すべての構

成項目の価格上昇率が下落傾向を示したことによって引き起こされたものではな

い。この期間のインフレ率の変化に占める各構成項目の寄与率を求めると，イン

フレ率の低下の５７％は燃料・電力の価格上昇率の低下によって説明されることが

わかる。燃料・電力の価格上昇率の下落傾向は，主に国際的な原油価格の急激な

落ち込みによるものである（１２月５日には，ガソリンとディーゼル燃料の小売価

格が引き下げられた）。また，WPIにおいて最も大きなウェイトを占める製造品

ウェイト ２００８年
１月５日

２００８年
５月３１日

２００８年
８月２日

２００９年
２月２１日

WPI １００．０ ４．３ ９．３ １２．９ ３．０

主要構成項目
一次産品
燃料・電力
製造品

２２．０
１４．２
６３．８

４．１（２１．８）
３．７（１９．０）
４．６（５９．５）

９．９（２４．４）
７．９（１８．１）
９．７（５７．７）

１１．５（２０．５）
１８．０（２９．８）
１１．６（４９．７）

６．０（ ４６．０）
－４．０（－２８．４）
４．５（ ８１．９）

（注） 表中のカッコ内の数値は各構成項目の寄与率を示している。
（出所） 中央統計局（CSO）のデータにもとづき作成。

図１ WPI にもとづくインフレ率の推移

（出所） 中央統計局（CSO）のデータにもとづき筆者作成。

表４ 卸売物価指数（WPI）と主要構成項目の変化率 （％）
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についても価格上昇率は徐々に低下してきており，８月から１２月までのインフレ

率の下落の４２％は同項目によって説明される。これらの構成項目とは対照的に，

食料品が約７割を占める一次産品の価格上昇率は，２００９年１月中頃までは１１％台

という高い水準で推移していた。しかし，それ以降は急速に下落傾向に転じ，２００９

年２月２１日の時点での一次産品の価格上昇率は６．０％となっている（表４）。

財政・金融政策の転換──インフレ抑制から金融システムの安定化へ

２００８年は，激しく変動するインフレ率の動きに合わせて，財政・金融政策も大

きな転換をみせた１年であった。２００８年当初の時点では，適切な流動性管理を通

して高成長の持続とインフレ抑制の両立を目指すことが，引き続き最重要の政策

課題として位置づけられていた。しかし，物価上昇が政策当局の予想を超える勢

いで進行していく過程で，政策運営におけるインフレ抑制の比重が急速に高まっ

ていった。そして，国際的な金融危機とそれに伴う景気悪化の懸念が表面化した

のを境に，経済政策の中心的な課題は金融システムの安定化と景気対策へと大き

く転換していったのである。

２００８年３月後半から４月にかけて，連邦政府は，各種食用油の輸入関税の引き

下げ，バスマティ米以外のコメの輸出禁止，豆類の輸出禁止期間の延長，各種鉄

図２ WPI 構成項目の価格上昇率の推移

（出所） 図１に同じ。
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鋼の輸入関税の免除など，供給面からのインフレ抑制策を矢継ぎ早に実行した。

また，中央銀行に当たるインド準備銀行（RBI）は，４月に現金準備率の引き上げ

を２度にわたって実施し，金融市場における過剰な流動性を吸収することで需要

面からインフレ抑制を図ろうとした。しかし，物価上昇の勢いはその後も一向に

衰えをみせなかったため，供給面からのインフレ抑制策を使い果たしてしまった

政策当局には，金融政策によって物価上昇を抑制するという手段しか残されてい

なかった。６月から７月にかけて，RBIは積極的に金融措置を実施し，レポ・レ

ート（市中銀行への短期貸出金利）を７．７５％から９％，現金準備率を８．２５％から

９％へそれぞれ引き上げた。これにより，市中銀行の貸出金利も大幅に上昇した

ため，企業の投資活動や自動車・住宅などの市場への影響が懸念された。

しかし，９月にアメリカで端を発した金融危機が世界中に深刻な影響を及ぼし

た結果，金融政策運営の最重要課題は，流動性の吸収による物価上昇の抑制から

流動性の供給による金融システムの安定化へと大きく転換していった。１０月から

１２月にかけて，RBIはレポ・レートを９％から６．５％，現金準備率を９％から５．５％

へそれぞれ引き下げ，金融市場における信用収縮の緩和に努めた。

また，１２月７日には，深刻な景気悪化に対処するために，１０項目からなる経済

対策が連邦政府によって発表された。主な内容としては，最大２０００億ルピ
ー 規模の追

加支出，付加価値税の一律４％引き下げ，国営銀行による特別住宅ローンの貸出

などが含まれている。さらに，２００９年１月２日には，レポ・レートと現金準備率

がそれぞれ１ポイントと０．５ポイント引き下げられるとともに，国営銀行の資本

増強や企業の資金繰り対策を中心とした追加的な経済対策が発表された。

世界的な景気後退の影響

２００８年末頃から，世界的な景気後退がインド経済に与える影響が表面化してき

ている。とくに，輸出の落ち込みは著しく，２００８年１０月から２００９年２月まで５カ

月連続で前年同月の水準を大きく割り込むという深刻な事態に陥っている。それ

にともなって，輸出に大きく依存する繊維産業と機械産業では，２００９年３月末ま

でにそれぞれ５０万人と４０万人の失業者が発生するとも予測されている。

また，株式市場も世界的な規模で進行する景気後退の影響に直面している。代

表的な株価指数であるムンバイ証券取引所の SENSEXは，２００８年１月１０日に２

万１２０６．７７ポイントという最高値を記録して以降，下落傾向に転じていたが，金

融危機と景気後退による影響で９月以降さらに約４０％低下している。同指数は，
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２００９年３月の時点で９０００ポイントを割り込む水準で推移している。

その一方で，政府による景気刺激策がある程度の効果を現し始めている部門も

一部にはみられる。たとえば，２００９年２月の乗用車の販売台数が前年同月比で１５％

の伸びを示し，５カ月ぶりにプラスに転じたことなどを挙げることができる。し

かし，インド経済の先行きは依然として不透明であり，２００８年１２月から２００９年１

月にかけて発表された経済対策などの一連の景気刺激策が，今後どの程度の成果

を挙げることができるか引き続き注視する必要がある。

国際収支の急速な悪化

２００８／０９年度上半期の国際収支は，昨年度に比べて大幅に悪化した。経常収支

の赤字額は，前年度同期の１１０億ド
ルから２２３億ド

ルへと倍増した。これは，貿易外

収支の黒字額の増加を上回る規模で，貿易収支の赤字額が増大したことによるも

のである。その最大の要因としては，石油の輸入額が昨年度に比べて大きく上昇

したことが挙げられる。さらに，海外直接投資と証券投資の大幅な落ち込みによ

って，資本収支の黒字額は前年度同期の５０９億ド
ルから１９９億ド

ルへと急落した。そ

のため，経常収支と資本収支を併せた総合収支は，前年度同期の４０４億ド
ルの黒字

から一転して２５億ド
ルの赤字となった。

頻発する用地収用問題──西ベンガル州シングールでのナノ生産計画の頓挫

各州政府は優遇政策の実施や経済特区の設立によって国内外の企業の誘致を積

極的に進めている。その一方で，電力や道路といったインフラ整備の不足と並ん

で，用地収用をめぐる問題がさらなる工業化への大きな障害となっている。

大規模プロジェクトや経済特区の建設には広大な土地を確保する必要があるた

め，農村部の土地を工業用地へ転用する目的で，建設予定地で農業を営んでいる

多数の農民に対して立ち退きを求めるということが州政府によって行われている。

ところが，土地の所有者に対して十分な説明のないまま収用の手続きが強行され

たり，補償内容がきわめて不十分なものであったりするために，工業用地の収用

をめぐる問題が，州政府・企業と農民の間に激しい対立を生む引き金となるケー

スが全国で頻発している。投資を行う企業にとっては，用地収用をめぐる対立に

巻き込まれることで余分な金銭的・時間的なコストを強いられるだけでなく，最

悪の場合には，プロジェクトからの撤退を余儀なくされてしまう。西ベンガル州

シングールで起きた用地収用への反対運動は，まさに象徴的な事例といえる。
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２００６年７月，西ベンガル州政府はフグリ県シングールの９９７エーカー（約４平方

キロメートル）の農地を強制収用することを告示した。そして，２００７年３月には，

西ベンガル産業開発公社を通じて，収用された土地のうち６４３エーカーをタタ自

動車に９０年間にわたって貸与する契約が結ばれた。タタ自動車は，１０万ルピ
ー という

超低価格の小型乗用車「ナノ」の生産拠点をこの土地に建設し，部品メーカーな

どの関連企業も含めた集積地を形成しようとしていた。ところが，用地収用が行

われて以降，州議会野党の草の根会議派と地元農民による激しい反対運動が展開

され，工場の建設は当初の計画から大幅に遅れる事態となった。

２００８年８月２２日，タタ・グループのラタン・タタ会長は，用地収用の問題がさ

らに長期化した場合，ナノの生産拠点を西ベンガル州から移転することを示唆し，

州政府に対して速やかな問題の解決を迫った。しかし，草の根会議派を中心とす

る工場建設反対派が，８月２４日から工場用地のうち４００エーカーの返還を求めて

無期限の抗議デモを開始したことで状況は膠着状態に陥った。事態を打開するた

めに，G・ガンディー州知事が仲介に乗り出し，その結果，９月７日に建設用地

の所有者への補償に関する共同委員会を設置することで州政府と反対派が合意し，

抗議デモは停止された。ところが，反対派は州政府の提示した補償案を拒絶して

工場用地の一部返還に固執する一方，タタ自動車は生産拠点の一体性がナノの生

産に不可欠であることを主張したため，州政府は事態を収拾することができなか

った。１０月３日，タタ自動車はナノ生産工場のシングールからの撤退を正式に表

明し，４日後の１０月７日には，新工場をグジャラート州サナンドに建設すること

で同州政府と合意した。しかし，移転先でも建設予定地の所有権をめぐって訴訟

が行われているという報道や部品メーカーへの支払いが滞っているという報道も

されており，ナノの生産・販売が軌道に乗るかどうかは不透明である。

用地収用をめぐる対立が各地で頻発している背景として，独立以前に制定され

た「１８９４年土地収用法」に従って行われる収用の手続きにいくつかの問題点があ

ることが指摘されている。第１に，同法では公の目的であれば政府が強制的に土

地を収用できると定められているが，実際に土地の提供を受けているのは民間企

業である。第２に，同法では土地所有者に対する補償の必要性について具体的に

触れられていないため，十分な補償を行う法的な仕組みが欠けている。この点は，

土地を奪われることで生活の糧を失ってしまう農民にとってとくに深刻な問題で

ある。今後は，より現実に沿った形で用地収用とそれに対する補償の枠組みをつ

くることができるかどうかが大きな焦点となるだろう。
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全国農村雇用保障事業──大きな可能性と山積する課題

２００５年９月に成立した「全国農村雇用保障法」（NREGA）は，急速な発展を遂

げる都市部から大きく取り残されている農村部において，雇用の創出と農業イン

フラの整備によって貧困削減を進めることを目的としている。同法にもとづいて

行われる農村事業は，２００６年２月２日に２００の県で開始され，当初の計画を前倒

しする形で，２００８年４月１日から６０４のすべての県で実施に移された。

NREGAの最大の特徴は，農村の各世帯につき１名に対して年間１００日の雇用

機会を保障し，それが得られない場合には，州政府によって失業手当が与えられ

るという点である。NREGAに従って実施される農村事業では，灌漑施設の整備

などの小規模な公共事業が行われ，その従事者には単純労働の対価として定めら

れた賃金が支払われる仕組みになっている。したがって，NREGAは，雇用機会

を提供することで貧困層の経済的状況の改善を図るとともに，農業インフラの整

備による生産性の向上を意図した総合的な農村開発事業と位置づけられている。

しかし，大きな期待とは裏腹に NREGAはさまざまな問題を抱えていることが

政府機関などの調査によって明らかになってきている。たとえば，農村事業での労

働への申請を行ってから１５日以内に雇用が開始されなければならないにもかかわ

らず，申請が適切に処理されずに一向に雇用されない例や，雇用されたとしても

１００日間の雇用機会が得られず，その場合に支払われるはずの失業手当が実際には

支給されていない例などが多数報告されている。また，賃金の支払いが大幅に遅れ

たり，定められた額に満たない賃金しか支払われなかったりする事例もみられる。

このような問題が起きる要因として，以下の２点を指摘することができる。第

１に，農村事業を円滑に進めるために不可欠な制度的基盤や専門知識を持った人

員が不足している。NREGAにもとづいて行われる農村事業は，実際の運用面で

は州以下の行政レベルの取り組みが大きな鍵を握っている。しかし，パンチャー

ヤット制度の整備が不十分で本来の機能を果たしていない場合には，上で指摘し

たような問題が発生する可能性が高くなる。

第２に，汚職に対処するためにさまざまな予防策が施されているが，十分な効

果を挙げていない。労働者の作業記録を作業日ごとに本人の目の前で記入したり，

作業記録の管理と賃金の支払いを別々の主体に行わせたりすることで，役人や地

元の有力者が作業記録の改竄によって賃金を水増し請求するような事態を防ごう

とする試みが行われている。また，汚職対策の「決定打」として，賃金の支払い

を銀行や郵便局の口座を通して行うという試みも行われている。しかし，役人や
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地元の有力者が銀行や郵便局の職員と共謀して横領を行っていた事例や労働者が

預金通帳を取り上げられていた事例などが報告されている。

NREGAが農村開発の試みとして成果を挙げられるかどうかは，連邦政府から

村パンチャーヤットまでの一連の行政組織の今後の取り組みに大きくかかっている。

（湊）

対 外 関 係

対米関係──原子力協定の発効

政府は７月２２日の内閣信任決議の可決を経て，アメリカとの原子力協定に不可

欠な３つの承認，すなわち IAEAとの保障措置（核査察）協定の締結，原子力供給

国グループ（NSG）による原子力輸出規制の特例措置の承認，アメリカ議会での

原子力協定関連法案可決手続きを早急に進めた。原子力協定の発効を急ぐ政府は，

内閣信任決議前に IAEA理事会に保障措置（核査察）協定草案を提出済みであった。

まず，８月１日に IAEA理事会でインドの民生用核施設の査察に関する協定が

承認された。その骨子は，「国内の２２の原子力関連施設を軍事用と民生用に分け

る。そのうち，民生用の１４施設を２０１４年までに段階的に IAEAの査察下におく。

また，将来建設される民生用原子力関連施設もすべて査察の対象となる」である。

次いで，８月下旬に NSG４５カ国による総会が開催され，インドへの原子力輸

出規制の解除を特例として承認することを求めるアメリカ提案が討議された。総

会は，核不拡散条約（NPT）に署名していないインドへの特別措置自体への反対や

核不拡散に関する条項への修正案が出て紛糾したため，再協議の実施にのみ合意

して閉会した。９月４日に再開した総会では，予定の２日間ではヨーロッパやオ

セアニアの反対派数カ国を説得できなかったが，ムカルジー外相が「核実験の単

独自発的な停止状態を続ける」などの核不拡散へのコミットメントをくり返し強

調したこと，また核不拡散については問題が発生した場合には迅速に協議する条

項を加えることで反対派の妥協を引き出し，３日目に全会一致でインドに対する

特別措置を認めた。

最後に，１０月に入ってアメリカ議会でインドとの原子力協定（１２３協定）を承認

する法案が通過し，ブッシュ大統領の署名を経て，１０日にアメリカ国務省でライ

ス国務長官とムカルジー外相による協定への調印が行われた。これによりインド

は NPTに加盟せずに原子力発電用の燃料や技術の提供を受けることが可能とな
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った。インド政府は協定発効当日，◯１協定上の義務と権利は相反しない（たとえ

ば，拘束的セーフガードと燃料引き渡し），◯２協定はいかなるアメリカ法からも

制限されない，◯３アメリカは原子力協定に法的に拘束される（ブッシュ大統領の

議会宛公文書にある燃料保証は政治的なコミットメントであり，法的なコミット

メントではない，との内容をインドは認めない），◯４協定発効後にアメリカ企業

との取引が可能である，との発表を行った。これらは，アメリカでの各種報道に

対してインドの原子力協定への理解と立場を明確にする狙いがあったとみられる。

政府は，アメリカとの原子力協定の発効に先立ち９月末にフランス，その後１２

月にロシア，２００９年１月にカザフスタンとも同様の協定を結んだ。今後，２０年間

で１０００億ド
ルとも推計されるインドの原発市場をめぐる各国の争奪戦が本格化する

とみられる。原子力協定は，原発導入による温暖化防止対策や，民主主義国家で

核流出の可能性の低いインドを部分的に核不拡散体制に取り込むことに成功した

反面，NPT非加盟国のインドに対して民生用とはいえ原子力開発を容認するこ

とから，NPTの弱体化も懸念される。事実，NPT非加盟で核保有国のパキスタ

ンはインドの例外扱いに不満を表明している。また，NSGはインドが核実験を

行った場合の具体的な対応を明文化しておらず，現状では無条件でインドに原子

力関連の燃料や技術の輸入を認めることになっている。

対イラン関係──天然ガス・パイプライン・プロジェクト

シン政権は，アメリカとの原子力協定で任期中最大の外交実績を残したが，そ

の外交政策はアメリカ寄りに傾倒しているわけでない。中国，ロシア，イランな

どとも独自の外交関係を模索している。原子力協定以外のエネルギー外交で注目

されるのは対イラン関係である。

４月，アフマディネジャド大統領が初めてインドを訪問した。アメリカは，国連

安保理決議にもとづくウラン濃縮の断念と，イラクでのテロ活動支援の停止をイ

ランに伝えるようインド政府に求めた。だが，インドはアメリカからの助言は必

要ないと強く拒否している。大統領とシン首相の会談では，イランからパキスタ

ンを経てインドに至るガス・パイプライン（IPI）計画の早期実現に向けた交渉が

行われた。１１月のムカルジー外相のイラン訪問でも IPIについて再び協議された。

アメリカは，イランの核開発資金源になると IPIに強く反対し，インドにも原

子力協定の見返りに IPIの断念を求めたとされる。アメリカが代わりに強く推す

のが，アフガニスタン再建にも貢献しうるとする，トルクメニスタンからアフガ
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ニスタン，パキスタンを経てインドまでの天然ガス・パイプラインの建設計画

（TAPI）である。４月にイスラマバードで TAPI関係４カ国の協議が行われ，アジ

ア開発銀行の資金供与による計画の枠組みに合意した。しかし，対パキスタン関

係が１１月のムンバイのテロ事件で冷え込んだことから，IPI，TAPIともに先行き

は不透明になりつつある。

対周辺国関係

対パキスタン関係は，近年関係改善に向けた複合的対話が着実に進んできた。

２００８年もパキスタンの新政権成立を待ち，複合的対話の第４ラウンドのレビュー

と第５ラウンドの開始に向けた準備が進められた。しかし，１１月のムンバイ・テ

ロ事件へのパキスタンの関与をめぐる対立から，対話再開の目処は立っていない。

パキスタンのギラーニ政権との初めての外相会談は，５月下旬にイスラマバー

ドで行われた。インドは，パキスタンのテロ対策に懸念を抱きながら初顔合わせ

に臨んだ。５月中旬のジャイプルでの連続テロに国外勢力の関与が浮かび上がっ

たためである。インドの最大の狙いは，ギラーニ新政権の両国関係改善への取り

組みを見極めることであり，新政権から「経済関係の改善とカシミール問題を含

むすべての重要な問題に取り組む準備がある」との発言を引き出したことから，

「最初にカシミール問題の解決ありき」という従来のパキスタンの主張からの転

換と評価した。外相会談では，両国の囚人に対する領事の面会，カシミールの信

頼醸成措置の推進，シン首相のパキスタン年内訪問などに合意した。６月の外相

会談でも，インフラ計画の推進，両国間列車の増便，テロ対策，囚人の人道的処

遇での協力などに合意し，７月の複合的対話第５ラウンドの日程が発表された。

ところが，７月にアフガニスタン・カーブルのインド大使館前で少なくとも４０

人が死亡する車両爆弾テロ事件が発生し，パキスタンのテロ対策への懸念が再燃

する。インドはパキスタン軍統合情報局（ISI）の事件への関与を疑った。７月下

旬にデリーで開催された外務次官会談では，人的交流，経済関係の促進では一定

の成果を挙げた。しかし，インドが「パキスタン国内分子」の事件への関与を示

唆したうえで，「対話プロセスは緊迫してきている」と述べたのに対し，パキス

タンは「いかなる関与もしていない」と反論するなど，両国にはテロに対する大

きな認識の差がみられた。次いで８月にコロンボで開催された南アジア地域協力

連合首脳会議で，アフガニスタンのカルザイー大統領がインド大使館自爆テロ実

行犯はパキスタン国籍であると断定したのに対し，パキスタンのギラーニ首相は
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独自調査を約束するにとどまった。シン首相は，「地域の安定と発展に唯一最大

の脅威となるのはテロである」とパキスタンのテロへの取り組みに懸念を表明した。

９月，国連総会のために訪米したシン首相は，ザルダーリー新大統領と初めて

会談し，両国関係の強化を確認した。その後も両国はテロ問題では対立し，経済

交流では前進した。１０月中旬に両国の国家安全保障顧問の協議が行われ，インド

はカシミールの管理線（LOC）を越えて侵入する武装グループが両国間の関係の

改善を阻害しうると警告した。他方で，１０月下旬にはカシミールのシュリーナガ

ル＝ムザッファラバード間の LOCを越えるトラック交易が６１年ぶりに再開し，

国境を越えた家族の相互訪問も３年ぶりに実現するなど，経済・人的交流は順調

に進み，複合的対話の第５ラウンドの開始は近いかにみえた。

だが，１１月２６日のムンバイの連続テロ事件で両国関係は一気に冷え込んだ。事

件発生翌日の首相による国民向け演説では「テロは国外の者による犯行」とだけ

述べられたが，ムンバイ警察は，犯行グループのうち治安当局との銃撃戦で唯一

生き残った容疑者への尋問により，パキスタンに基盤を持つテロ組織「純粋な者

の軍隊」（ラシュカル・エ・トイバ，以下 LeT）による犯行，と発表した。１２月１

日，政府は駐印大使を通じてパキスタンに強く抗議をしたうえで，翌日 LeT指

導者らテロ容疑者２０人の引渡しを求めた。パキスタンは，事件発生直後には共同

捜査への協力や ISI長官の早期訪印を示唆するなど協力的な態度をみせたが，全

政党会議が召集された１２月２日を境に犯人がパキスタン人である証拠がないと主

張し，テロ容疑者の引渡しを拒否するなど態度を硬化させた。また１２月中旬に予

定されていたクリケット・チームのインド訪問を中止し，さらにインド空軍によ

るパキスタンの領空侵犯を非難した。インドはそのような事実はなく，パキスタ

ンによる宣伝工作であるとして，非難の応酬が続いた。

パキスタンは，「テロ事件は ISIの支援を受けた LeTの犯行」というインドの

主張を否定している。１２月に入ってライス米国務長官とブラウン英首相が相次い

で両国を訪問し，LeTの関与を示す証拠を出したとみられる。だが，パキスタン

の主張は変わらなかった。２００９年１月６日，インドはテロ事件へのパキスタンの

関与を示す調査報告書をパキスタンに渡した。

両国は国境付近に軍を集結させるなどの挑発行為を行っているが，実際に軍事

行動を起こす可能性は低いと推測される。インドは，国連に対し今回の犯行グル

ープとされる LeTの慈善団体「ジャマート・ウル・ダワー」のテロ組織指定を

求めるなど国際社会を通じた働きかけを進めており，とくにパキスタンに対し強
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い影響力を持つアメリカ，中国，サウジアラビアを通じてテロ組織への厳しい対

応を求めていくとみられる。

他の周辺国との関係では，総選挙を見据えた州政治の動きが対スリランカ関係

に影響を与えた。タミル・ナードゥ州を地盤とする与党 UPA参加政党のドラヴ

ィダ進歩連盟（DMK）らによる，スリランカでの紛争への介入要求である。１０月，

カルナニディ州首相（DMK総裁）は，スリランカ政府とタミル・イーラム解放の

虎（LTTE）の戦闘下でタミル系住民の安全が脅かされているとして，DMK所属

下院議員の辞任をちらつかせてスリランカ政府に武力行動停止を働きかけるよう

会議派に要求した。これに対して会議派は，１９８０年代後半にスリランカに派遣し

た平和維持軍が撤退を余儀なくされたこと，さらにラジーヴ・ガンディー元首相

が LTTEによる自爆テロで暗殺されたことから，スリランカの紛争への積極的な

関与を避けたいと考えている。１０月末，ラージャパクセ・スリランカ大統領顧問

（大統領の実弟）が来印すると，ムカルジー外相はその日のうちにチェンナイに飛

んでカルナニディ州首相と会談し，DMK下院議員の辞任を撤回するように説得

した。２００９年１月，外相は DMKの要求でスリランカを訪問している。

印中関係──シン首相の中国訪問

シン首相は，インドの首相としては５年ぶりに中国を訪問した。１月１４日の温

家宝首相との首脳会談では，民生用原子力エネルギー分野での協力，国連におけ

るインドの役割，２０１０年までに貿易額を６００億ド
ルに引き上げることなどが協議さ

れ，両国首脳は「２１世紀の共同展望」に署名した。インドが国連安全保障理事会

の常任理事国入りを目指すことに，中国の支持が初めて明記されたことは注目さ

れる。他方で，領土問題では進展がなかった。首相は帰国直後に中国が領有権を

主張するアルナーチャル・プラデーシュ州を初めて訪問し，「アルナーチャル・

プラデーシュ州はインドの東端に位置するから太陽の昇る地（アルナーチャル）と

呼ばれるのだ」と述べ，１０００億ルピ
ー にのぼる開発プロジェクトを発表した。同州が

インドの領土であることをあらためて内外にアピールする狙いがあったとみられ

る。９月，両国間の国境に関する協議が北京で再開し，領土問題解決への対話は

続けられた。しかし，１０月に BJPのアドヴァーニ元副首相，１１月にムカルジー

外相が相次いでアルナーチャル・プラデーシュ州を訪問し，同州は不可分のイン

ド領であるという従来の主張をくり返したため，中国から反発を招いた。

しかし，領土をめぐる対立は対中関係全体には影響していない。むしろ，イン
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ド政府は近年の急速な経済関係の進展から対中関係の安定化を重視しているよう

である。それは，チベットでのデモへの中国政府の武力弾圧に対し，インド政府

が取った対応からもうかがえる。野党は国際社会に同調して中国を非難するべき

と与党に迫ったが，政府与党はチベット問題への懸念を表明するにとどまった。

インドにはダライ・ラマの率いるチベット亡命政府があり，国内に１０万人以上の

亡命チベット人を抱える。３月末にニューデリーの中国大使館にチベット人が乱

入する事件が起こり，４月に予定されていたナート商工業相の中国訪問が中止さ

れた。中国当局が事件発生直後に在北京のインド大使を呼びつけ注意喚起を行っ

たことへの抗議と指摘される。しかし，その１件を除くと亡命チベット人に対し

対中国関係を損なうような政治活動を控えるように求めるなど，政府の対応には

中国への配慮が随所でみられた。４月中旬にニューデリーで行われた北京オリン

ピックの聖火リレーは予定行程を大幅に短縮し，厳重な警備体制の下で実施された。

日印関係──シン首相の訪日

１０月，シン首相が２年ぶりに訪日した。日印首脳会談では，「日印戦略的グロ

ーバル・パートナーシップの前進に関する共同声明」と「日本とインドの間の安

全保障協力に関する共同宣言」への署名が行われた。とりわけ注目を集めたのは，

日本がこれまでアメリカ，オーストラリアとしか公式に署名していない「安全保

障協力」である。これは安全保障の枠組み構築を目的とし，海上輸送の安全確保，

テロや越境犯罪との戦い，災害対策等の協力強化，外交と防衛分野での定期協議

の実施などの内容が盛り込まれている。

首相とともにリライアンス・インダストリーズのアンバーニー会長をはじめと

する財界人も訪日し，経団連とのビジネス・リーダーズ・フォーラムが開催され

た。フォーラムは，経済連携協定（EPA）の実現やインドのインフラ整備への日本

の協力などに関する報告書を両国首脳に提出した。２００７年１月から交渉を続けた

EPAは首相の来日時までに大筋合意には至らず，早期妥結を目指すことで合意

した。デリー＝ムンバイ間１５００kmを貨物鉄道で結び，周辺地域のインフラを整

備する産業大動脈構想については，貨物鉄道に対して４５００億円の円借款を供与す

ることがまとまった。日本の単一海外プロジェクトとしては過去最大規模である。

インドは日本とも原子力協定を進めたい旨を表明した。しかし，日本は NPT

への加盟，包括的核実験禁止条約（CTBT）への署名を改めて要請したにとどまり，

原子力協定については当面見送る方針のようである。インドも核が日本でセンシ
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ティブな問題であることを理解し，日本側の準備が整うまで待つと回答した。

対アフリカ関係の強化

４月，デリーにアフリカ諸国の首脳を招き，初めてインド・アフリカ・フォー

ラム首脳会議が開催された。インドは，アフリカ後発開発途上国からの輸入品へ

の関税免除，技術者を中心とする人的資源開発の支援，向こう５年間で５０億ド
ル

の融資供与を表明し，今後の協力を謳った「デリー宣言」とその具体的な枠組み

を定めた「インド・アフリカ協力の枠組み」を採択した。これは，対アフリカ関

係の深化で先行する中国の動きを意識したものであり，アフリカの天然資源の確

保や国連安保理入りに向けて，アフリカ諸国からの支持取りつけという狙いがあ

るとみられる。 （辻田）

２００９年の課題

２００９年４月から５月の５日間に分けて実施される総選挙は，会議派と BJPの

対決を軸に，左翼政党や BSP等の第三勢力がどの程度得票を伸ばすかが鍵を握

るだろう。会議派，BJPも単独で政権を樹立することは難しく，地方政党との協

力が重要になる。第三勢力が政権に就く可能性は低いが，左翼政党や支持層を拡

大しつつある BSPがどの程度会議派，BJPの票を奪うかが注目される。

経済の面では，世界的な金融危機以来大きな落ち込みをみせている経済状況を，

再び安定的な成長軌道に戻すことができるかどうかが今後の最大の焦点である。

政策当局は，２００８年１２月から２００９年１月にかけて総合的な経済対策を２度にわた

って発表したものの，その効果は限定的であるという見方も根強く，インド経済

の先行きはしばらく不透明な状態が続くものとみられる。より長期的な視点に立

つと，実態を反映した用地収用手続きの制度化やインフラ建設を含めた投資環境

の整備が，インド経済のさらなる成長にとってきわめて重要な課題である。

対外関係では，ムンバイでのテロ事件を契機に冷却化したパキスタン関係の行

方が注目される。２００９年２月，パキスタンは「テロの一部は自国内で計画された」

と認めたが，容疑者引き渡しなどの難題が残されており，関係改善に向けた対話

再開までには時間を要すると予想される。

（辻田：地域研究センター）

（湊：地域研究センター）
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１月３日

▲

ナガランド州，大統領統治下に。

８日

▲

第５回日印経済連携協定締結交渉

（～１１日，デリー）。以降，第６回東京（４月

１０～１４日），第７回デリー（５月１２～１４日），

第８回東京（７月１４～１７日），第９回デリー（９

月８～１２日），第１０回東京（１０月６～９日）。

１０日

▲

タタ自動車，超低価格の小型乗用車

「ナノ」を公表。

１３日

▲

シン首相，中国訪問（～１５日）。「２１

世紀の共同展望」に調印。

２０日

▲

ブラウン英首相，来訪（～２１日）。

２５日

▲

サルコジ仏大統領，来訪（～２６日）。

２９日

▲

インド人民党（BJP）全国理事委員会，

アドヴァーニ元副首相を次期総選挙の国民民

主連合（NDA）陣営首相候補に選出。

３１日

▲

首相，アルナーチャル・プラデー

シュ州訪問。

２月１３日

▲

マハーラーシュトラ新建設軍団党

（MNS）R・タークレー総裁，２月に入り続い

ていたマハーラーシュトラ州での北部出身者

排斥暴動に関し，暴動扇動罪で逮捕される。

１９日
▲

大統領，下院・州議会選挙区の変更

を承認。

２３日

▲

トリプラ州議会選挙。

２５日

▲

予算国会招集（～５月６日）。

２８日

▲

連邦政府，『２００７／０８年度経済白書』

を公表。

２９日

▲

P・チダンバラム財務相，２００８／０９

年度予算案を国会に提出。

３月３日

▲

メガラヤ州議会選挙。

５日

▲

ナガランド州議会選挙。

７日

▲

トリプラ州，メガラヤ州議会選挙開

票。トリプラ州で左翼戦線のサルカール（イ

ンド共産党［マルクス主義］）政権，メガラヤ

州でメガラヤ進歩連合のロイ（統一民主党）政

権発足。

８日

▲

ナガランド州議会選挙開票。ナガラ

ンド民主連合勝利。１２日にリオ（ナガランド

人民戦線）政権発足。

９日

▲

会議派，デリーで感謝集会を開催。

１７日

▲

与党統一進歩連合（UPA），左翼政党

と印米原子力協定につき交渉。

２１日

▲

チベットでの武力弾圧に抗議するチ

ベット難民，デリーの中国大使館に乱入。治

安当局は１８６人を拘束。

２４日

▲

第６次中央公務員給与委員会，中央

政府職員の給与・人事勧告を政府に提出。

２７日

▲

インド共産党，党大会で A・B・バ

ルダンを書記長に再選出。

３１日

▲

連邦政府，各種食用油の輸入関税の

引き下げを決定。さらに，非バスマティ米の

輸出を禁止し，豆類の輸出禁止の期間を延長。

４月１日

▲

「全国農村雇用保障事業」が６０４

のすべての県に拡大されて実施。

３日

▲

インド共産党（マルクス主義），党大

会で P・カラトを書記長に再選出。

６日

▲

連邦内閣の閣外大臣改造。

８日

▲

デリーで第１回インド・アフリカ・

フォーラム首脳会議開催（～９日）。

１０日

▲

最高裁，中央政府高等教育機関入学

定員の２７％を後進諸階級に割り当てるとし

た中央政府を支持する判決を下す。

１２日

▲

パティル大統領，ブラジル，メキシ

コ，チリ訪問（～２５日）。

１７日

▲

インド準備銀行（RBI），現金準備率

（CRR）の７．５％から８％への引き上げを発表。

２５日

▲

ムカルジー外相，トルクメニスタン，

アフガニスタン，パキスタンの各国外相とと

もに天然ガス・パイプライン・プロジェクト

（TAPI）建設合意書にイスラマバードで署名。

２９日

▲

イラン・アフマディネジャド大統領

来訪。シン首相らと会談。

重要日誌 インド ２００８年
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▲

RBI，CRRの８％から８．２５％への引き上

げを発表。

▲

予算案，連邦下院を通過。

５月６日

▲

印米原子力協定を検討する UPA

と左派の協議委員会開催。

１０日

▲

カルナータカ州議会選挙投票開始

（以後，１６日，２２日）。

１３日

▲

ジャイプルで連続爆発。少なくとも

８０人死亡，２００人負傷。

１６日

▲

シン首相，ブータン訪問（～１７日）。

２１日

▲

イスラマバードで印パ外相会談。

２２日

▲

UPA，「国民への UPA報告２００４－

２００８年」を発表。

２５日

▲

カルナータカ州議会選挙開票。BJP

単独政権誕生。３０日にイェデュラッパ内閣発

足。

３０日

▲

ジャンムー・カシミール（J&K）州議

会，アマルナート聖地の聖地管理委員会への

売却を決定。７月１日に決定を撤回。

６月４日

▲

連邦政府，ガソリン，ディーゼル

燃料，LPGの小売価格の引き上げを発表。

１１日

▲

第一三共製薬，インドの製薬最大手

ランバクシーの買収を発表。

▲
RBI，レポ・レート（市中銀行への短期

貸出金利）の７．７５％から８％への引き上げを

発表。

１７日

▲

ラージャスターン州政府，グッジャ

ル・カースト代表団と会談（～１８日）。州は

５％の州公職留保枠を与えることで合意。

▲

アサド・シリア大統領来訪（～２１日）。

２１日

▲

大衆社会党（BSP），UPAへの支持

撤回。

２４日

▲

RBI，CRRの８．２５％から８．７５％への

引き上げとレポ・レートの８％から８．５％へ

の引き上げを発表。

２５日

▲

印米原子力協定を検討する UPAと

左派の協議委員会開催。

２７日

▲

デリーで印パ外相会談。

３０日

▲

政府，「温暖化対策のための行動計

画」発表。

７月４日

▲

左翼政党，UPAに原子力協定に

関する書簡を送る。７日までの文書回答を要

求。

▲

ソニア・ガンディー会議派総裁，社会主

義党ムラヤン・シン総裁，アマル・シン幹事

長と会談。

７日
▲

シン首相，洞爺湖サミット出席のた

め訪日（～９日）。
▲

カーブルのインド大使館前で車両による

爆弾テロ。大使館員ら少なくとも４０人死亡。

▲

J & K州アーザード首相，州議会の信任

を得られず辞任。１０日，同州に大統領統治令

が敷かれる。

９日

▲

左翼政党，UPAへの閣外協力を公

式に解消することを発表。

１０日

▲

パティル大統領，シン首相と会談し，

下院で内閣信任を問うよう求める。

２１日

▲

特別国会開催（～２２日）。２２日の内閣

信任投票で与党辛勝。

▲

デリーで印パ外務次官会談。

２３日

▲

インド共産党（マルクス主義），チャ

タルジー下院議長を議長職辞任せよとの党指

示に従わなかったとして除名。

２４日

▲

東京で第２回日印戦略会議開催。

２５日

▲

ベンガルールの８カ所で爆発。少な

くとも２人死亡，２０人重軽傷。

２６日

▲

アーメダバードの１７カ所で爆発。少

なくとも４０人死亡，１００人負傷。

▲

下院議長，内閣信任投票買収疑惑に関す

る調査委員会設置（１１月に報告書を提出）。

２９日

▲

RBI，CRRの８．７５％から９％への引

き上げとレポ・レートの８．５％から９％への

引き上げを発表。

８月１日

▲

国際原子力機関理事会，インドの

インド
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民生用核施設の査察に関する協定を承認。

▲

首相，南アジア地域協力連合首脳会議の

ためコロンボ訪問（～３日）。

３日

▲

高村外相来訪（～５日）。

２２日

▲

タタ・グループのラタン・タタ会長，

西ベンガル州シングールでのナノ生産工場の

用地収用問題がさらに長期化した場合，同州

から工場を移転することを示唆。

２３日

▲

オリッサ州カンダマール県で世界ヒ

ンドゥー協会指導者が殺害される。報復とし

て県内のキリスト教徒への暴行が始まる。

２４日

▲

ナノ生産工場の一部用地の返還を求

めて，草の根会議派を中心とする野党勢力が

無期限の抗議デモを開始。

２７日

▲

ジャールカンド州首相にシブ・ソレ

ン就任。

２８日

▲

首相，洪水のビハール州を上空から

視察。１００億ルピ
ー の緊急援助と１２万５０００トンの

食糧援助を決定。

９月４日

▲

プディチェリ連邦直轄地首相に

V・ヴァイティリンガム就任。

５日

▲

RBIの新総裁に，D・スバラオ財務

次官が就任。

６日
▲

原子力供給国グループ，核不拡散条

約非加盟国のインドを輸出規制の例外扱いと

することを全会一致で承認。

１３日

▲

デリーの５カ所で爆発。少なくとも

死者２０人，負傷者１００人。

１５日

▲

ネパール・プラチャンダ首相来訪。

シン首相と会談。１９５０年条約の見直しに合意。

１８日

▲

北京で印中国境に関する協議。

２２日

▲

首相，アメリカ，フランス訪問（～

１０月１日）。２４日にザルダーリー・パキスタ

ン大統領と初会談。２６日に国連総会で演説。

２９日にインド・EUサミットに出席。３０日に

フランスと原子力協定に調印。

１０月１日

▲

米議会，印米原子力協定を承認す

る法案を可決。

３日

▲

ラタン・タタ会長，西ベンガル州シ

ングールからのナノ生産工場の撤退を表明。

▲

ライス米国務長官来訪。

６日

▲

RBI，CRRの９％から８．５％への引

き下げを発表。

７日

▲

タタ自動車とグジャラート州政府，

ナノ生産のための新工場を同州サナンドに建

設することで合意。

▲
首相，パレスチナ自治政府アッバース大

統領とデリーで会談。

８日

▲

ブッシュ米大統領，米印原子力協定

の承認法案に署名。

１０日

▲

RBI，CRRの８．５％から７．５％への引

き下げを発表。

▲

外相，アメリカで原子力協定に調印。

１３日

▲

デリーで印パ国家安全保障顧問会談

（～１４日）。

１５日

▲

RBI，CRRの７．５％から６．５％への引

き下げを発表。

１７日

▲

国会招集（～２４日）。

２０日

▲

RBI，レポ・レートの９％から８％

への引き下げを発表。

２１日

▲

マハーラーシュトラ州で北インド出

身の連邦鉄道試験受験者への襲撃が続き，

MNSの R・タークレー総裁逮捕。

▲

シン首相訪日（～２３日）。次いでアジア欧

州会議のため北京訪問（～２５日）。

▲

カシミール・ルートのインド＝パキスタ

ン間トラック貿易が６１年ぶりに再開。

２２日

▲

月探査機チャンドラヤーン打ち上げ

成功。

２６日

▲

ラージャパクセ・スリランカ大統領

顧問，デリーでムカルジー外相と会談。外相

はチェンナイに飛び，ドラヴィダ進歩連盟の

下院議員の辞職を撤回するようカルナニ

ディ・タミル・ナードゥ州首相を説得。

２００８年 重要日誌
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３０日

▲

アッサム州１２カ所で連続爆発。少な

くとも７５人死亡，３００人以上負傷。

１１月１日

▲

外相，イラン訪問。アフマディネ

ジャド大統領らと会談。

▲

RBI，CRRの６．５％から５．５％への引き下

げとレポ・レートの８％から７．５％への引き

下げを発表。

５日

▲

大統領，ブータン訪問。

８日

▲

首相，オマーン，カタール訪問（～

１０日）。

１３日

▲

デリーで第２回ベンガル湾多分野技

術経済協力イニシアティブ首脳会談。

▲

首相，金融・世界経済に関する G２０サ

ミットのため訪米（～１５日）。

１４日

▲

チャッティースガル州議会選挙投票

（および２０日）。

１６日

▲

エジプト・ムバラク大統領来訪（～

１９日）。

１７日

▲

J&K州議会選挙投票開始（以後，１１

月２３日，３０日，１２月７日，１３日，１７日，２４日

の７日間）。

２４日

▲

大統領，ベトナム，インドネシア訪

問（～１２月１日）。

２５日
▲

マディヤ・プラデーシュ（MP）州議

会選挙。

２６日

▲

ムンバイの鉄道駅，高級ホテル，ユ

ダヤ教施設等で無差別銃撃。犯行グループは

２つのホテルに人質を取り立てこもる（～２９

日）。日本人１人を含む少なくとも１８３人死

亡，４７７人負傷。２９日朝にテロリスト制圧。

２７日

▲

V・P・シン元首相死去。

２９日

▲

デリー首都圏，ミゾラム州議会選挙。

３０日

▲

ムンバイのテロ事件でパティル内相

引責辞任。後任はチダンバラム財務相。

１２月１日

▲

政府，駐印パキスタン大使にムン

バイ・テロ事件に関して強く抗議。

３日

▲

ライス米国務長官来訪。

４日

▲

メドベージェフ・ロシア大統領来訪

（～５日）。ロシアからのウラン提供等に合意。

▲

ラージャスターン州議会選挙。

▲

マハーラーシュトラ州デーシュムク首相

辞任（８日に後任 A・チャワン就任）。

５日
▲

連邦政府，ガソリンとディーゼル燃

料の小売価格の引き下げを発表。その後，ガ

ソリン，ディーゼル燃料，LPGの小売価格

の引き下げを発表（２００９年１月２８日）。

６日

▲

RBI，レポ・レートの７．５％から６．５％

への引き下げを発表。

７日

▲

連邦政府，１０項目からなる経済対策

を発表。その後，追加的な経済対策を発表

（２００９年１月２日）。

８日

▲

５州議会選挙開票。会議派はデリー

首都圏，ラージャスターン州，ミゾラム州，

BJPはMP州，チャッティースガル州で勝利。

１０日

▲

冬期国会招集（年内は２３日まで）。

１２日

▲

MP州に S・チャウハン首相，チャ

ッティースガル州に R・シン首相就任。

１３日

▲

ラージャスターン州に A・ゲヘロー

ト首相就任。

１４日

▲

ブラウン英首相来訪。

１６日

▲

ミゾラム州首相に L・タンハーワ

ラー就任。

１７日

▲

デリー首都圏首相に S・ディクシト

就任。

▲

２００８年非組織部門労働者社会保障法案，

連邦下院を通過。

１８日

▲

１７日に下院を通過した国家捜査局法

と非合法活動（防止）法が上院を通過。

インド

４８５



新エネルギー・再生エネルギー省

大統領
副大統領

州知事

州　首　相
州閣僚会議

州議会

連邦議会
上院・下院

首　　相
閣僚会議

選挙管理
委  員  会

連邦人事
委  員  会

会　計
検査院

国家計画
委  員  会

国家開発
評  議  会

国家安全
保　　障
評  議  会

財務省

外務省

内務省

国防省

情報・放送省

人的資源開発省

女性・児童開発省

議会問題省

通信・情報技術省

農業省

鉄道省

化学・肥料省

科学技術省

労働・雇用省

商工業省

企業問題省

石炭省

鉱業省

消費者問題・食糧・公共配給省

環境・森林省

保健・家族福祉省

重工業・公企業省

観光省

司法・公正省

電力省

農村開発省

都市開発省

社会正義・エンパワーメント省

少数派問題省

石油・天然ガス省

部族問題省

繊維省

住宅・都市貧困削減省

文化省

水資源省

青年問題・スポーツ省

北東地域開発省

零細・中小企業省

パンチャーヤティー・ラージ省

民間航空省

統計・事業実施省

船舶・陸上運輸・幹線道路省

鉄鋼省

食品加工業省

人事・苦情処理・年金省

在外インド人問題省

地球科学省

原子力局

宇宙局

最　高
裁判所

高　等
裁判所

地　方
裁判所

軍

首相府

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

◯２ 連邦政府主要人名簿
（２００８年１２月末現在）

大統領 Pratibha Devisingh Patil

副大統領 Mohammad Hamid Ansari

法務総裁 Milon K. Banerjee

議会

上院議長 Mohammad Hamid Ansari

下院議長 Somnath Chatterjee

司法

最高裁長官 K. G. Balakrishnan

参考資料 インド ２００８年

４８６



国軍

陸軍参謀長 Deepak Kapoor

海軍参謀長 Sureesh Mehta

空軍参謀長 Fali Homi Major

統合国防長 Hardev Singh Lidder

その他主要政府機関

中央捜査局長 Vijay Shanker

中央情報委員会委員長 Wajahat Habibullah

中央汚職取締委員会委員長 Pratyush Sinha

会計検査委員長 Vinod Rai

選挙管理委員会委員長 N. Gopalaswami

国家女性委員会委員長 Girija Vyas

国家人口委員会委員長 Manmohan Singh

国家人権委員会委員長 S. Rajendra Basu

主席科学顧問官 P. Ramarao

国家計画委員会委員長 Manmohan Singh

通信規制委員会委員長 Nripendra Misra

連邦人事委員会委員長 Subir Dutta

第１３次財政委員会委員長 Vijay Kelkar

国家少数派委員会委員長

Mohamed Shafi Qureshi

国家指定カースト委員会 Buta Singh

国家指定部族委員会 Urmila Singh

国家後進諸階級委員会 R. Ratnavel Pandian

◯３ 統一進歩連合内閣閣僚名簿
（２００８年１２月末現在）

閣内大臣

Manmohan Singh（INC） 首相（兼：財務，人

事・苦情処理・年金，石炭，環境・森林，原

子力局，宇宙局）

Pranab Mukherjee（INC） 外務

Arjun Singh（INC） 人的資源開発

A. K. Antony（INC） 国防

Sharad Pawar（NCP）

農業，消費者問題・食糧・公共配給

Lalu Prasad（RJD） 鉄道

Ram Vilas Paswan（LJNSP）化学・肥料，鉄鋼

S. Jaipal Reddy（INC） 都市開発

Sish Ram Ola（INC） 鉱業

P. Chidambaram（INC） 内務

Mahavir Prasad（INC） 零細・中小企業

P. R. Kyndiah（INC） 部族問題

T. R. Baalu（DMK）

船舶・陸上輸送・幹線道路

Shankarsinh Vaghela（INC） 繊維

Kamal Nath（INC） 商工業

H. R. Bhardwaj（INC） 司法・公正

Raghuvansh Prasad Singh（RJD） 農村開発

Priyaranjan Dasmunsi（INC） 無任所

Mani Shankar Aiyar（INC）

パンチャーヤティー・ラージ，北東地域開発

Meira Kumar（INC）

社会正義・エンパワーメント

A. Raja（DMK） 通信・情報技術

Anbumani Ramdoss（PMK） 保健・家族福祉

Sushil Kumar Sinde（INC） 電力

A. R. Antulay（INC） 少数派問題

Vayalar Ravi（INC）

在外インド人問題，議会問題

Murli Deora（INC） 石油・天然ガス

Ambika Soni（INC） 観光，文化

Saif－u－Din Soz（INC） 水資源

Sontosh Mohan Dev（INC） 重工業・公企業

Prem Chand Gupta（RJD） 企業問題

Kapil Sibal（INC） 科学技術，地球科学

国務大臣（単独で省を担当）

Oscar Fernandes（INC） 労働・雇用

Renuka Chowdhury（INC） 女性・児童開発

Subodh Kant Sahay（INC） 食品加工業

G. K. Vasan（INC） 統計・事業実施

M. S. Gill（INC） 青年問題・スポーツ

インド
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Vilas Muttemwar（INC）

新エネルギー・再生エネルギー

Kumari Selja（INC） 住宅・都市貧困削減

Praful Patel（NCP） 民間航空

国務大臣

Anand Sharma（INC） 外務

M. M. Pallam Raju（INC） 国防

Chandra Sekhar Sahu（INC） 農村開発

B. K. Handique（INC） 化学・肥料，鉱業

Dinsha J. Patel（INC） 石油・天然ガス

Jairam Ramesh（INC）商業（商工業省），電力

Panabaka Lakshmi（INC） 保健・家族福祉

Ashwani Kumar（INC）

工業政策・育成（商工業省）

Shakeel Ahmad（INC） 内務

Daggubati Purandareswari（INC）

人的資源開発

Rao Inderjit Singh（INC） 国防

Naranbhai Rathwa（INC） 鉄道

K. H. Muniappa（INC）

船舶・陸上交通・幹線道路

Ajay Maken（INC） 都市開発

Kantilal Bhuria（INC）

農業，消費者問題・食糧・公共配給

Shriprakash Jaiswal（INC） 内務

Prithviraj Chavan（INC）

人事・苦情処理・年金，首相府

Taslimuddin（RJD）

農業，消費者問題・食糧・公共配給

Suryakanta Patil（NCP） 農村開発，議会問題

Md. Ali Ashraf Fatmi（RJD） 人的資源開発

R. Velu（PMK） 鉄道

Pawan Kumar Bansal（INC） 財務・議会問題

S. Regupathy（DMK） 環境・森林

K. Venkatapathy（DMK） 司法・公正

Subbulakshmi Jagadeesan（DMK）

社会正義・エンパワーメント

E.V.K.S. Elangovan（INC） 繊維

Kanti Singh（RJD） 観光，文化

Namo Narain Meena（INC） 環境・森林

Akhilesh Prasad Singh（RJD）

農業，消費者問題・食糧・公共配給

E. Ahamed（MLKSC） 外務

S. S. Palanimanickam（DMK） 財務

Jay Prakash Narayan Yadav（RJD） 水資源

M. H. Ambareesh（INC） 情報・放送

V. Radhika Selvi（DMK） 内務

V. Narayanasamy（INC） 議会問題，計画

Santosh Bagrodia（INC） 石炭

Raghunath Jha（RJD） 重工業・公企業

Rameshwar Oraon（INC） 部族問題

Jyotiraditya Madhavrao Scindia（INC）

通信・情報技術

Jitin Prasada（INC） 鉄鋼

（注） カッコ内は以下の政党略称。DMK :

Dravida Munnetra Kazhagam, INC : Indian

National Congress, LJNSP : Lok Jan Shakti

Party, MLKS : Muslim League Kerala State

Committee,NCP : NationalistCongress Party,

PMK : PattaliMakkalKatchi,RJD : Rashtriya

Janata Dal

（出所） インド政府（http : //indiaimage.nic.in/,

http : //goidirectory.nic.in/, http : //cabsec.

nic.in/coumin.htm）。
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主要統計 インド ２００８年

１ 基礎統計
２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９

人 口（１００万人）
組織部門就業人口（１００万人）２）
出 生 率（１，０００人当たり）
食 糧 穀 物 生 産（１００万トン）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
為替レート（１ドル＝ルピー）

１，０７２
２７．０００
２４．１
２１３．２
３．９

４５．９２

１，０８９
２６．４４３
２３．８
１９８．４
３．８

４４．９５

１，１０６
２６．４５８
２３．５
２０８．６
４．４

４４．２８

１，１２２
－
－

２１７．３
６．７

４５．２９

１，１３８１）
－
－

２１９．３３）
６．２

４０．２４

１，１５４１）
－
－
－

９．０４）
４４．７３

（注） １）２００７／０８年度は速報値，２００８／０９年度は予測値。２）政府部門と雇用者数１０人以上の事業所から
なる民間非農業部門を含む。３）２００７／０８年度は第２次予測値。４）２００８／０９年度は４～１２月の値。

（出所） Government of India Labour Bureau (http : //labourbureau.nic.in/indtab.html) ; Ministry of
Statistics and Programme Implementation, Press Note : Quick Estimates of National Income,
Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation,2007ĭ08 ; Ministry of Statistics and
Programme Implementation, Press Note : Advance Estimates of National Income,2008ĭ09 ; Reserve
Bank of India(http : //www.rbi.org.in/home.aspx).

２ 生産・物価指数
２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９

鉱工業生産指数（１９９３／９４年度＝１００）
農 業 生 産 指 数（１９９３／９４年度＝１００）
卸売物価指数（１９９３／９４年度＝１００）
消費者物価指数（１９８２／８３年度＝１００）２）

１８９．０
１４３．１
１７５．９
５００．０

２０４．８
１３９．２
１８７．３
５２０．０

２２１．５
１４６．７
１９５．６
５４２．０

２４７．１
１６７．２
２０６．２
５７８．８

２６１．０
１６８．６
２１５．９
６１４．６

２６５．５１）
－

２３４．２１）
６８５．２１）

（注） １）２００８／０９年度は１１月の値。２）産業労働者（Industrial Workers）についての消費者物価指数。
（出所） Government of India Labour Bureau(http : //labourbureau.nic.in/indexes.htm) ; Ministry of

Commerce and Industry(http : //eaindustry.nic.in/).
Directorate of Economics and Statistics, Department of Agriculture and Cooperation.

３ 国民所得統計
２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９

国 内 総 生 産（１０億ルピー）１）
名 目
実 質（１９９９／２０００年度価格）
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）１）
１人当たり純国民生産（ルピー）１）
名 目
実 質（１９９９／２０００年度価格）
総国内資本形成（名目 GDP比，％）１）
総国内貯蓄率（名目 GDP比，％）１）

２５，３８２
２２，２２８
８．５

２０，８９５
１８，３１７
２８．２
２９．８

２８，７７７
２３，８８４
７．５

２３，１９９
１９，３２５
３２．２
３１．８

３２，７５７
２６，１２８
９．４

２５，９５６
２０，８５８
３５．５３）
３４．３３）

３７，７９３
２８，７１１
９．７

２９，５２４
２２，５８０
３５．９３）
３４．８３）

４３，２０８２）
３１，２９７２）
９．０２）

３３，２８３２）
２４，２９５２）

－
－

４９，８９８２）
３３，５１７２）
７．１２）

３８，０８４２）
２５，６６１２）

－
－

（注） １）要素価格表示。２）２００７／０８年度は速報値，２００８／０９年度は予測値。３）２００５／０６年度は概算値，
２００６／０７年度は速報値。

（出所） Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note : Quick Estimates of National
Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation,2007ĭ08 ; Ministry of Statistics and
Programme Implementation, Press Note : Advance Estimates of National Income,2008ĭ09 .

４ 産業別国内総生産（実質：１９９９／２０００年度価格） （単位：１，０００万ルピー）
２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９

農 林 漁 業
鉱 業
製 造 業
電力・ガス・水道
建 設 業
貿易・ホテル・運輸・通信
金融・保険・不動産
行政・国防・その他

４８２，６７６
４８，６２６
３３２，３６３
５０，７３５
１３６，２２４
５５６，３７０
２９７，２５０
３１８，５１４

４８２，４４６
５２，５９１
３６１，１１５
５４，７４５
１５８，２１７
６１５，８４８
３２３，０８０
３４０，３４２

５１１，０１３
５５，１５０
３９３，５５７
５７，３０９
１８４，２５５
６８６，７３８
３５９，９４２
３６４，８８３

５３１，３１５
６０，０３８
４４０，１９３
６０，５４４
２０５，５４３
７７８，８９６
４０９，４７２
３８５，１１８

５５７，１２２
６１，９９９
４７６，３０３
６３，７３０
２２６，３２５
８７５，３９８
４５７，５８４
４１１，２５６

５７１，６６８
６４，８９１
４９６，０１７
６６，４６５
２４０，９４０
９６５，３４６
４９６，９０３
４４９，４２３

国内総生産（ GDP）２，２２２，７５８ ２，３８８，３８４ ２，６１２，８４７ ２，８７１，１２０ ３，１２９，７１７ ３，３５１，６５３
（注） すべて要素価格表示。２００７／０８年度は速報値，２００８／０９年度は予測値。
（出所） Ministry of Statistics and Programme Implementation, Press Note : Quick Estimates of National

Income, Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation, 2007ĭ08 ; Ministry of Statistics and
Programme Implementation, Press Note : Advance Estimates of National Income,2008ĭ09 .

４８９



５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９
（４～９月）

経常収支
貿易収支
輸出
輸入
サービス収支

１４，０８３
－１３，７１８
６６，２８５
８０，００３
２７，８０１

－２，４７０
－３３，７０２
８５，２０６
１１８，９０８
３１，２３２

－９，１８６
－５１，８４１
１０５，１５２
１５６，９９３
４２，６５５

－９，５６５
－６１，７８２
１２８，８８８
１９０，６７０
５２，２１７

－１７，０３４
－９１，６２６
１６６，１６３
２５７，７８９
７４，５９２

－２２，３３２
－６９，１８１
９６，７３２
１６５，９１３
４６，８４９

資本収支 １７，３３８ ２８，６２９ ２４，２３８ ４５，２０３ １０７，９９３ １９，９３８
総合収支 ３１，４２１ ２６，１５９ １５，０５２ ３６，６０６ ９２，１６４ －２，４９９
金融勘定
外貨準備増減

（増＜－＞，減＜＋＞）

－３１，４２１
－３１，４２１

－２６，１５９
－２６，１５９

－１５，０５２
－１５，０５２

－３６，６０６
－３６，６０６

－９２，１６４
－９２，１６４

２，４９９
２，４９９

（注）２００６／０７年度と２００７／０８年度は部分改定値，２００８／０９年度は速報値。
（出所） Reserve Bank of India, Handbook of Statistics on the Indian Economy 2007ĭ08 ; Reserve Bank of

India, Bulletin February 2009 .

６ 国・地域別貿易 （単位：１００万ドル）

２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

ヨ ー ロ ッ パ
Ｅ Ｕ
ＥＵ以外の西ヨーロッパ
東 ヨ ー ロ ッ パ
Ｃ Ｉ Ｓ ・ バ ル ト 諸 国
ア ジ ア ・ Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ
南 ア ジ ア
そ の 他
中 国
日 本

ア フ リ カ
ア メ リ カ
北 米
米 国
ラ テ ン ア メ リ カ

２８，９２２．３
２６，８６３．４
１，９７８．７
８０．３

１，４８３．０
６２，８８１．４
６，４７１．４
５６，４１０．０
８，２９０．７
２，８１２．８
８，４００．５
２４，３００．９
２０，０２６．０
１８，８７２．０
４，２７４．９

４５，０５７．８
３４，７８１．５
１０，２１６．９
５９．５

３，５３２．６
１０９，５９８．３
１，５０７．０

１０８，０９１．３
１７，３９９．０
４，５９０．８
１１，３８０．０
２０，１８０．３
１４，１１８．９
１２，６０４．７
６，０６１．４

１６，５４３．９
１５，３９１．０
１，１０４．６
４８．４
７４０．３

３５，９１８．６
３，６７７．１
３２，２４１．５
３，７８３．９
１，５８０．８
５，５３３．８
１２，７９８．３
１０，４４３．６
９，８５４．３
２，３５４．７

２３，６５７．２
１６，１９８．４
７，４３５．６
２３．２

１，７６２．７
６８，２０６．１
８０９．４

６７，３９６．７
１２，５３４．３
２，９２１．８
７，４４９．７
１０，０９９．３
７，２２４．９
６，４３９．７
２，８７４．４

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

合計 １２６，３３１．１１９０，５６６．０ ７１，９０９．６１１１，５７２．１ － －
（出所） Ministry of Finance, Economic Survey 2007ĭ2008 .

７ 中央政府財政 （単位：１００万ルピー）

２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８ ２００８／０９
（修正予算）

２００９／１０
（予算）

歳入（１）＝（２）＋（５）
経常歳入（２）＝（３）＋（４）
税収（３）
非税収（４）
資本収入（５）＝（６）＋（７）＋（８）
貸付回収（６）
その他収入（７）
借入など（８）

５０６，１２３
３４７，４６２
２７０，２６４
７７，１９８
１５８，６６１
１０，６４５
１，５８１

１４６，４３５

５８３，３８７
４３４，３８７
３５１，１８２
８３，２０５
１４９，０００
５，８９３
５３４

１４２，５７３

７０９，３７３
５２５，０９８
４３１，７７３
９３，３２５
１８４，２７５
４，４９７
３６，１２５
１４３，６５３

９００，９５４
５６２，１７４
４６５，９７０
９６，２０４
３３８，７８０
９，６９８
２，５６７

３２６，５１５

９５３，２３２
６０９，５５１
４９７，５９６
１１１，９５５
３４３，６８１
９，７２５
１，１２０

３３２，８３６
歳入（９）＝（１０）＋（１１）
非開発支出（１０）
開発支出（１１）

５０５，７３８
３６５，１００
１４０，６３８

５８３，３８７
４１３，５２７
１６９，８６０

７１２，７３２
５０７，６５０
２０５，０８２

９００，９５３
６１７，９９６
２８２，９５７

９５３，２３１
６６８，０８２
２８５，１４９

財政収支（１２）＝（２）＋（６）＋（７）－（９） －１４６，０５０ －１４２，５７３ －１４７，０１２ －３２６，５１４ －３３２，８３５
（出所） Ministry of Finance, Union Budget,各号。

２００８年 主要統計

４９０
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